




















2007 年 11 月3 日(土) 12 時  於  京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
挨拶 京都大学理事･副学長  西村周三 
テーマと報告構成の説明 京都大学大学院経済学研究科教授 塩地 洋 
報告 フォーイン 第一調査部部長 周 政毅 中国乗用車市場における製品競争力 
 
大阪商業大学准教授    孫 飛舟 自動車購買者の店舗選択 
         ――2007年8月北京ユーザー調査から――  
京都大学大学院学生    李 澤建   インターネット情報の影響分析 
金沢学院大学講師          西川純平  ユーザーの買い方とディーラーの売り方 
J.D.パワー･アジアパシフィック部長木本 卓   ユーザーのクルマの選び方 
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  ①労働者が当該企業で満１０年以上勤続した場合。 






















５．契約解除時の経済補償（第４７条）   
◎雇用単位は、労働契約を解除する場合、労働者に対して経済補償をしなければならない。 
◎経済補償金は、労働者の勤続年数に基づき、満 1 年ごとに 1 か月分とする。 
→この経済補償金は、契約満了での解除であっても支払わねばならず、いわば退職金と同等と考えてお
かねばならない。企業にとって、この人件費負担はきわめて大きなものとなる。 
６．違法な契約解除の賠償金（第８７条） 
◎雇用主が本法の定めに違反し、労働契を解除した場合、2 倍の賠償金を支払わねばならない。 
→この条項は、雇用主が違法に労働契約を解除した場合、「1 か月分の給与×勤続年数×2 倍」の賠償
金を雇用主に支払わせることで、紛争を金銭で短期に決着させることを目的としたものと思われる。この
条項のみは、経営者側にとって有利と考えられる。つまり上記の金額を支払う覚悟であれば、解雇は可
能ということである。しかしその場合でも、労働者が勤務を続行することを望んだ場合は、よほどのこと
がない限り、雇用主はそれを拒むことはできない。 
 
ここまで書いて、この短文を発信しようとしていたとき、新たなニュースが手元に届いた。上海オンライン
サイト上に、上海市労働仲裁部発で、労働者向けに、「年末に向けて、駆け込みリストラがあるので注意し
よう」という情報が発信されたのである。来年1月1日に、新労働契約法が実施されるので、経営者は労働
者を解雇することが難しくなる。したがって年内中に、各公司にリストラの嵐が吹くと思われるので、労働
者はそれを十分に頭に入れて、慎重かつ穏便に対応すべきであるという趣旨のものである。 
この指摘通り、経営者側は必ず年内に不適格労働者のリストラを行うだろうから、年末にかけて社会の
大混乱が予測される。これを見越して、政府は労働者に警告を発し、注意を喚起しているのである。だが
当局がそれだけでは収まらないと判断したとき、さらに奇策を繰り出すかもしれない。それは前倒しの新
法実施である。経営者側、とくに日本人経営者などは過度に政府を信じているので、年内に事を片付け
ればよいと考えているに違いない。しかし中国当局は社会の大混乱を避けるために、たとえば１０月 1 日
仮実施という挙に出て、経営者側の事前の動きを封じ込めることも予測できる。その場合、悠長に構えて
いた経営者は万事休すである。だから、新労働契約法への対応は 9 月末までに終わることがのぞましい。
事態は急を要している。できうれば多くの経営者が、この私の短文を目にして緊急対応策を打たれること
を望むものである。 
